
別記様式 

                              № 

法人市民税均等割減免申請書 

 

法人番号          

 

 

    年  月  日 

 

 

 

鯖江市長 殿 

主たる事務所また 

は事業所所在地 

 

 

 
電話番号     (   ) 

名   称  

代表者または 

管理人氏名 

 

           

鯖江市法人市民税減免取扱要綱第 2条第 1項の規定により、 

次のとおり市民税の減免を申請します。 

課税標準の算定期間 

または均等割額の算定期間 

 年    月    日 から 
 

  年    月    日 まで 

法 人 税 割 額                 円 

均 等 割 額                  円 

納 期 限      年   月   日 

添 付 書 類   

減

免

を

受

け

よ

う

と

す

る

事

由 

 
□ 1. 公益社団法人および公益財団法人であり、収益事業を行っていないた

め 
 

□ 2. 一般社団法人（非営利型法人に該当するものに限る。）および一般財団

法人（非営利型法人に該当するものに限る。）であり、収益事業を行っ

ていないため   
 

□ 3. 地方自治法第 260 条の 2 第 1 項の認可を受けた地縁団体であり、収益

事業を行っていないため 
 

□ 4. 特定非営利活動促進法第 2 条第 2 項に規定する法人であり、収益事業

を行っていないため 
 

□ 5. その他 (                                                  ) 
 
※該当する事由欄にレ印を記入し、その他に該当する場合は（ ）内に理由を

記入してください。 
 

 
※この申請書は「法人市民税均等割申告書」と共に納期限までに提出してください。 
 


